
地域材の利用拡大推進を求める意見書 

 

 戦後造成した人工林が本格的な利用期を迎える中、山林に広がる豊富な森林資源

を循環利用し、林業の成長産業化及び国内産の利用拡大を実現するためには、地域

材の安定供給体制の構築に加え、新たな木材需要の創出を図ることが重要である。

さらに、輸入材により国内木材価格が伸び悩んでいる状況である。 

 このため、「新たな森林管理システム」の下で意欲と能力のある経営体に森林の経

営・管理を集積・集約化し、木材を安定供給をするための条件整備、木材産業の競

争力強化、木材利用拡大のための施設整備など、川上から川下までの取り組みを総

合的に推進する必要がある。 

 

１ 公共建築物の木造化・内装木質化への森林環境譲与税（仮称）の活用にあたっ

て、地方公共団体における基金化や森林地域と都市との連携による木材供給など

の取組が円滑に進められるよう、情報提供や助言等を積極的に行うこと。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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